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図表 5 歳入の推移 

 

 

                                              

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6 歳出の推移 
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② 扶助費の推移及び見通し 

扶助費は、増加傾向にあり、平成 27 年度では平成 18 年度に比べて約 1.6 倍に増加していま

す。今後も老年人口の割合が増加すると予測されていることから（P4 図表 3 参照）、扶助費の更

なる増加が見込まれます。 
 

図表 7 扶助費の推移及び見通し 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【出典】平成 27 年度までは地方財政状況調査、平成 28 年度以降は防府市中期財政計画（平成 28 年 12 月） 

 

③ 市債現在高の推移及び見通し 

市債現在高は、平成 20 年度までは減少傾向にありましたが、平成 21 年度にスポーツセンタ

ー体育館、平成 24 年度に廃棄物処理施設を建設したことなどにより増加しています。今後も大

型事業の実施により更に増加すると見込まれます。 

 

図表 8 市債現在高の推移及び見通し 

 

 

 
 

【出典】平成 27 年度までは地方財政状況調査、平成 28 年度以降は防府市中期財政計画（平成 28 年 12 月）
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公共施設の総延床面積（約 43 万㎡）のうちの約 62％が、建設後 30 年以上経過しており、10 年

後その割合は約 78％に達します。 
 

図表 11 建設年度別に見た施設の大分類別の延床面積 
 

 
 

        ＊新耐震基準…中規模の地震（震度 5 強程度）に対してはほとんど損傷を生じず、極めて稀にしか発生しない大

規模の地震（震度 6～7 程度）に対しても人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じないこと

を目標としている現行の耐震基準 

市民一人当たりの公共施設延床面積は3.67㎡となっており、類似団体＊平均の3.33㎡を上回っ

ています。また、本市のように平成の大合併が行われていない類似団体の平均 2.49 ㎡と比べても

上回っています。 

図表 12 類似団体との公共施設延床面積（市民一人当たり）の比較 
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【出典】防府市

年当たりの平

【出典】防府市

、約 375 億

した。 

市公共施設白書

平均費用は約

市公共施設白書

億

書      

約

 
書      



 

 
 

 上水道 ウ

上水道に

17 億 7,00

 

 

 下水道 エ

下水道に

17 億 4,00

 

に係る今後 4

00 万円となる

に係る今後 4

00 万円となる

40 年間の整

る試算結果と

図表

40 年間の整

る試算結果と

図表
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整備費は、約

となりました。

表 19 上水道

整備費は、約

となりました。

表 20 下水道

707 億 6,00

 

道施設の将来

695 億 4,00

 

道施設の将来

00 万円、1 年

来費用 

00 万円、1 年

来費用  

年当たりの平

【出典】防府市

年当たりの平

【出典】防府市

平均費用は約

市公共施設白書

平均費用は約

市公共施設白書

約

書      

約

書      



 

 公（３）

公

りで

して

① 

に

② 

を

③ 

「

果

結

担

最

約

1

2

3

4

5

-

　　
　　
　　
　　
　　

問

公共施設に関

公共施設の

です。なお、

ています。 

市民アンケ

マネジメン

に対する考え
 

【アンケー

調査期間

調査対象

有効回答数
 

施設利用者

再編計画を

を把握するた
 

【アンケー

調査期間

調査対象施

有効回答数

 
アンケート結

市民アンケ

「全く利用しな

果を「公共施

結果と比較し

受益者負担

担を増やすの

最も高く、次い

約 29％となっ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 受益者負担

2

3

4 公共施設は

5 その他

- 無回答

回答数

　今後、少子高
　公共施設を維
　建替えにかか
　ければならな
　このことにつ

利用者の負

利用者の負

問 

関するアンケ

在り方等に関

両アンケート

ケート 

ト基本方針を

え方等を把握

ト調査の概要

：平成 26 年

：平成 26 年

数：1,121 人

者アンケート

を策定するに

ため、施設利

ト調査の概要

：平成 27 年

施設数：50 施

数：1,340 人

結果の分析

ケートにおい

なかった」との

施設をほとんど

し、それぞれの

担（施設利用

のであれば、

いで「受益者

っています。 

の原則から利用

使わないので、

高齢化が進むこ
維持していくため
かる多大な費用
ない場合も想定さ
いて、あなたの

担を増やすので

担は増やさず、

ケート 

関する各アン

トは、公共施

を策定するに

握するため、市

要】 

8 月 26 日（

8 月 1 日現

（回収率 37.

 

に当たり、公共

用者アンケー

要】 

1 月 28 日（

施設（市民が

（各施設の回

 

て施設の利

の回答割合は

ど利用しない

の意識の違い

用料の見直し

施設の縮小

者負担の原則

図表 21

用者の負担が増

よくわからない

となどにより、将
めには経営努力

用を確保する方法
されます。
考えに最も近い

であれば、施設の

税金や借金を増

15 

ンケート調査

施設に関する

に当たり、市

市民アンケー

（火）～9 月 1

現在、市内在住

.4％） 

共施設の利

ート（質問数

（水）～2 月 2

がよく利用する

回答上限数を

利用頻度を尋

は約 91％を

い人」の考えを

いを分析しま

し（上乗せ））

小・統合・廃止

則から利用者

市民アンケ

増えることは当然

将来、財源（税収
を行うことはもち

法の１つとして、施

い番号1つを選ん

の縮小・統合・廃

増やして費用を負

の概要とアン

内容のため、

民の公共施

ート（質問数：

10 日（水） 

住の 18 歳以

利用実態や公

：13）を実施し

20 日（金） 

る施設を対象

を 50 に設定

尋ねたところ、

を占めていま

を反映したも

ました。 

に関しては、

止等を検討す

者の負担が増

ケートの結果

然である

収）が減ることが見
ちろんですが、施
施設利用料の見

んで○をつけてくだ

廃止等を検討すべ

負担すべきであ

ンケート結果

、インフラ施設

設の利用状

15）を実施し

以上の方から

公共施設の在

しました。 

象） 

定して実施） 

「年１回から

す。これによ

ものと捉え、施

市民アンケ

すべきである」

増えることは当

果 

見込まれる中で
施設の大規模な修
見直し（上乗せ）

ださい。

べきである

る

果の分析は、以

設については

状況や公共施

しました。 

ら 3,000 人を

在り方に対す

ら数回程度の

より、市民アン

施設利用者ア

ケートでは、「

」という回答が

当然である」と

※市民アン

回答

1,

で、
修繕や
をしな

以下のとお

は対象外と

施設の在り方

無作為抽出

する考え方等

の利用」又は

ンケートの結

アンケートの

利用者の負

が約 41％と

という回答が

ンケート【問 13】

答数 構成比

329 29.35

24 2.14

464 41.39

188 16.77

38 3.39

78 6.96

121 100.0

全体

方

出 

等

は

結

の

負

と

が

】 

%

4%

%

%

%

%

0%
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一方、施設利用者アンケートでは、「利用者の負担を増やすのであれば、施設の縮小・統合・

廃止等を検討すべきである」という回答の割合は 5％にとどまり、「施設を維持するためには、利

用者の負担がある程度増えることは仕方がない」という回答の割合が約 52％と最も高くなってい

ます。 

図表 22 施設利用者アンケートの結果 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

※施設利用者アンケート【問 11】 

 

両アンケートの結果から、公共施設をほとんど利用しない人は施設の縮小・統合・廃止等の取

組に賛成し、施設利用者は施設の存続を前提とした解決策に賛成していると捉えることができま

す。 

 

また、施設利用者は、近隣施設や同じ機能を持つ施設との統合を行うことに関しては、「統合

しても良い」又は「機能やサービスが維持されるなら統合しても良い」という統合することに賛成す

る回答が約 44％と、「統合すべきではない」という回答の約 37％を上回っています。 

 

図表 23 施設利用者アンケートの結果 2 

 

 

 

 

 

 

※施設利用者アンケート【問 12】 

 

 

  

回答数 構成比

1 統合しても良い 124 9.25%

2 467 34.85%

3 統合すべきでない 491 36.64%

4 どちらでもよい 84 6.27%

5 わからない 125 9.33%

- 無回答 49 3.66%

計 1,340 100.0%

　　　それぞれの施設と他施設（近隣施設や同じ機能を持つ施設）を統合することについて
       どのように思われますか。あなたの考えに近い番号1つを選んでください。

現在の施設の機能や提供されるサービスが維持されるのであれば統合しても良い

全体

回答数 構成比

1 698 52.09%

2 303 22.61%

3 67 5.00%

4 わからない 180 13.43%

5 その他 30 2.24%

- 無回答 62 4.63%

計 1,340 100.0%

施設を維持するためには、利用者の負担がある程度増えることは仕方がない

全体

施設を維持するために利用者の負担が増えることは反対であり、税金で対応すべきである

利用者の負担を増やすのであれば、施設の縮小・統合・廃止等を検討すべきである

　　　今後の少子高齢化に伴い人口と税収が減少していくことが予測されており、これまでの
       サービスを維持しながら、すべての公共施設を維持することは難しくなると考えられます。
       この施設を維持していくためには、今まで無料であった使用料が有料になることや、
       大規模な修繕や建替えのための費用が使用料に上乗せされることも考えられます。
       このことについて、あなたの考えに近い番号を選んでください。

問 

問 



 

 公（４）

今

口」

そ

提供

 

 

 

 

続

見

公共施設等を

今後、厳しい

、「財政」、「

そのため、公

供の仕方を見

公共施設等

可能な公共

直しを図って

公共施設

・老朽化

・公共施

施設・サ

・本市の

・受益者

財政状況

・公共施

が必要

人口動向

・人口減

を取り巻く課

い財政状況が

「公共施設等

公共施設等を

見直し、公共

 

等の安全性を

サービスの

ていく必要が

公共

設等に関する

化した公共施

施設等の老朽

サービスに対

の状況に見合

者負担の考え

況に関する課

施設等の修繕

要 

向に関する課

減少・少子高

題の整理 

が予測される

等」、「市民意

を資産と捉え

共施設等に関

を確保すると

提供と健全

があります。

共施設等

る課題 

施設等の安全

朽化に伴う修

公共

対する市民意

合った公共施

え方の検討が

課題 

繕・更新費

課題 

高齢化によ

17 

中、持続可能

識」に関する

えた上で、これ

関するマネジメ

 

とともに、公共

な財政運営

に関する

全性の維持

修繕・更新

施設等を取

意識 

施設の在り方

が必要 

用の将来予

る市民ニー

能な公共サー

る課題を解決

れまでの公共

メントを推進

共施設等を市

営を両立させ

るマネジ

・確保が必

新費用の増加

取り巻く課題

方の検討が

予測に対する

ーズの変化へ

ービスを提供

決していく必要

共施設等の在

していく必要

市民との共有

るために公共

ジメント 

必要 

加への対策が

題 

必要 

る大幅な財源

への対応が必

供していくた

要があります

在り方、公共

要があります。

有資産として

共施設等の

 

が必要 

源不足への対

必要 

めには、「人

す。 

共サービスの

。 

て捉え、持

在り方の

対策

人

の
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方針２ ： 安全性や経済性を重視した計画的かつ適切な施設保全による 

      公共施設等の「長寿命化」を推進します。 

方針１ ： 社会情勢・市民ニーズの変化や財政状況に対応した持続可能な

公共サービスの提供に向けて、公共施設の「再編」を推進します。 

4  基本方針 

本市の公共施設等を取り巻く現状と課題を踏まえ、今後、公共施設等に関するマネジメントを推進

していくための基本方針と取組方策を以下のとおり定めます。 

なお、公共施設とインフラ施設では、マネジメントの手法が異なる部分があることから、取組方策ごと

に対象を明示しています。 

 

 

 

 

a） 市民ニーズや地域の状況に対応した「公共サービスの適正化」 

 取組方策① ： 公共サービスの現状把握   

 取組方策② ： 地域に対応した公共サービスの見直し   

 取組方策③ ： 市民との情報共有    

   

b） 施設の規模縮小・機能集約（統廃合、複合化）による「総量の抑制」 

 取組方策① ： 施設機能の集約化の検討   

 取組方策② ： 施設の有効活用による市民サービスの向上   

 取組方策③ ： 公有地の売却等による資産活用   

   

c） 「総量の抑制」に向けたルールづくり 

 取組方策① ： 施設総量の抑制につながる方策検討の原則化  

 取組方策② ： 施設の有効活用方策の原則化  

 取組方策③ ： ライフサイクルコストの縮減に配慮した施設整備の推進  

  

 

 

 

a) 安全かつ効果的な保全の実施 （予防的な保全） 

 取組方策① ： 劣化状況に応じた予防的な保全の推進   

 取組方策② ： 保全システムの導入による保全の推進    

 取組方策③ ： 保全マニュアルの整備   

   

b) 計画的な保全による長寿命化（戦略的な保全） 

 取組方策① ： 中・長期保全計画に基づく計画的な保全業務の推進   

 取組方策② ： 施設の再編と連動した戦略的な保全の推進  

   

c) 施設機能の維持・向上（改良的な保全） 

 取組方策① ： 社会的要請に対応した施設機能の向上   

 

  

公共施設 インフラ施設 

公共施設 

公共施設 

公共施設 

公共施設 

公共施設 

公共施設 

公共施設 
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公共施設 
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公共施設 

公共施設 
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インフラ施設 

インフラ施設 
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 取組

 

b） 施設

 取組

  

c） 受益

 取組

  

d） 民間

 取組

 取組

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設の

 

・施設の

 

・将来の

 費用に

 

現

針３ ： 民間

  「効率

持管理費の削

組方策① ： 

組方策② ： 

設の利用促進

組方策① ： 

益者負担の適

組方策① ： 

間活力の活用

組方策① ： 

組方策② ： 

の老朽化 

の安全性確保

の施設の修繕

に対する財源

現在の公共施

間活力の活

率化」を推

削減 

施設間の比

保全業務に

進 

利便性の向

適正化 

受益者負担

用方策の積極

公民連携に

市民協働の

図

 

保 

繕・更新 

源不足 

施設等 

活用や市民

推進します。

比較分析によ

に係る発注・契

向上 

担の適正化

極的な導入

による維持管

のまちづくりの

表 24 公共

人口減

市

方
針
１ 

方
針
２ 

方
針
３ 

 計

 安

 修

19 

民参画によ

。 

よる維持管理

契約方式の効

管理の推進

の検討 

 

共施設等の最

 再編

 長寿命

 効率化

減少・少子高齢

市民ニーズの

計画的な保全等

安全性の確保

修繕・更新費用

統廃合、複合化

総量の抑制（費
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民間活力の活
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利便性の向上

より、公共
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効率化の検
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命化 
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齢化の進展 

の変化 
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や 
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化等による 
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上 

活用等による
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上 
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し

設

剰

学
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ま

用

面

域
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公共施設の

少子高齢化や

めて困難な状

公共サービス

ります。 

再編の考え

本市では、

した再編（集約

この考え方

設の老朽化へ

剰スペースや

本市の根幹

学校や中学校

体あるいは各

ます。 

施設の複合

用することによ

面積が削減さ

なお、施設

域内での組合

 
＊複合化・・

＊統合化・・

再編のイメ

以下に施設

 核となるア

施設（施

地域の核と

の機能を持

 

の「再編」 

や厳しい財政

状況です。今

スをどのように

え方 

公共施設を

約化）を目指

方は、建物維

への対応とし

や民間活力の

幹的な機能を

校等）は、今

各地域の核と

合化＊や統合

よる世代間交

されることによ

設再編を検討

合せを優先的

・異なる機能を

・同じ機能を持

メージ 

設再編の一般

施設への複

施設Ａや施設

となる施設に

持たせること

政状況を踏ま

今後は、限ら

に維持又は向

を建物（ハード

指すものとしま

維持を優先す

して直ちに施

の活用による

を担っている

後とも維持す

となる施設とし

合化＊を推進す

交流の創出、

よる施設保有

討するに当た

的に進めるも

を持つ既存の施

持つ既存の施設

般的な例を示

複合化 

設Ｂ）が更新時

に余剰スペー

による施設の

図表 25 
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まえると、現状

れた財源の

向上させてい

ド）としてでは

ます。 

するものではな

施設を更新す

機能維持を

る行政系施設

すべき施設と

して、保有し続

することで、利

施設の稼働

有面積の縮減

たり、これらの

ものとします。

施設をまとめ、そ

設をまとめ、一体

示します。 

時期を迎える

ースがある場合

の複合化を検

施設の複合

状の規模のま

中で、多様化

いくのかを検

はなく、機能

なく、機能維

するのではな

行うことなど

設（市庁舎や

と位置付けら

続けることを

利便性の向

働率が上がる

減等の効果が

の効果がより期

 

それぞれの機能

体の施設とするこ

場合等にお

合には、その

検討します。

合化イメージ

まま公共施設

化する市民ニ

討し、施設再

（ソフト）として

維持を優先的

く、施設の統

を意味します

消防施設等

れることから

前提に再編

上や一つの

ることによる運

が期待できま

期待できる地

能を有した一体の

こと。 

おいて、その施

のスペースに

ジ 

設を維持し続

ニーズ・地域

再編を図って

て捉え、その

的に考えるこ

統廃合、他施

す。 

等）、学校教育

ら、これらの施

編の検討を進

の施設を多様

運営の効率化

ます。 

地域において

の複合施設とす

施設と異なる

に更新時期を

続けることは、

域特性に応じ

ていく必要が

の機能を重視

とであり、施

施設にある余

育系施設（小

施設は、市全

進めるものとし

様な市民が利

化、共用部の

ては、その地

すること。 

る機能を持つ

を迎えた施設

じ

が

視

施

余

小

全

し

利

の

地

つ

設



 

③ 

a） 

 複合施設イ

複数の施

能を有する

 

 同一・類ウ

同一又は

の稼働率が

設（施設Ａ

取組方策 

市民ニーズ

取組方策①

・ 公共施設

を行ってい

・ 公共施設

い施設がな

まず現状を

取組方策②

・ 人口や財

し、その結

いくなどの

取組方策③

・ 公共施設

め、検討段

設として更新

施設（施設Ａ

る施設（複合

図表 2

類似機能を持

は類似した機

が低い場合等

Ａ）は、施設の

図表 27 施

ズや地域の状

① ： 公共サー

設に対する市

いく必要があ

設の当初の設

ないか、ある

を把握します

② ： 地域に対

財政規模に見

結果によって

の公共サービ

③ ： 市民との

設をよく利用す

段階での資料

Ａと施設Ｃ）が

合施設）として

26 施設の複

つ施設の複

機能を持つ施

等において、

の廃止を検討

施設の統合化

状況に対応し

ービスの現状

市民ニーズや

ります。 

設置目的と現

るいは同様の

す。 

対応した公共

見合った公共

は現状の公

ビスの見直しを

の情報共有

する市民や団

料の公表や説
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が同時期に更

て、更新等を検

複合化による

複合化 

施設が複数（

、他方の施設

討します。 

化イメージ

した「公共サー

状把握 【対象

や地域の状況

現状がそぐわ

の機能を有す

共サービスの

共サービスが

公共サービスを

を行います。

【対象： 公

団体をはじめ

説明会等を通

更新時期を迎

検討します。

る更新イメー

施設Ａと施設

設（施設Ｄ）に

ービスの適正

象： 公共施

況に対応した

ない状況に

する施設が同

の見直し 【対

提供できるよ

を停止し、施

 

 】共施設

め、納税者と

通じて市民と

迎える場合に

 

ージ 

設Ｄ）あり、そ

に統合化を行

正化」 

施設 】 

た適正な施設

なっていない

同一地域や近

対象： 公共施

ように、地域ご

施設を他の用

しての市民の

の情報共有

において、そ

 

その一方の施

行い、機能が

設になってい

いか、利用状

近隣地域にな

 】 施設

ごとの人口・

用途に変更し

の声も反映さ

有を図ります。

の複数の機

施設（施設Ａ）

が移転した施

いるかの検証

状況が良くな

ないかなど、

特性を分析

して活用して

させていくた

 

機

施

証

な

析

て

た
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b） 施設の規模縮小・機能集約（統廃合、複合化）による「総量の抑制」 

取組方策① ： 施設機能の集約化の検討 【対象：  】 公共施設

・ 利用状況に見合った施設規模の縮小、複数の施設の同様な機能の統廃合、既存施設の余

剰スペースの活用による複合化等、総量の抑制に繋がる施設機能の集約化の可能性を長期

的な視点をもって検討します。 

・ 施設機能を集約することで、ロビー、通路、設備等の共用化による施設規模の縮小や保全

業務の一括発注による効率化等が期待できることから、維持管理費の削減を図ります。 

取組方策② ： 施設の有効活用による市民サービスの向上 【対象：  】 公共施設

・ 市民サービスや施設利用の観点から、一か所で複数のサービスが利用できる複合化により、

利便性の向上や施設利用者間の交流等が期待できることから、相乗効果が発揮できる組合

せの検討を進めます。 

取組方策③ ： 公有地の売却等による資産活用 【対象：  】 公共施設

・ 統廃合等によって閉鎖する施設は、他の用途としての利用の可能性を検討した結果、行政

目的で利用する見込みがなく売却に支障がないと判断できる場合は、建物としての利用価値

の有無により、賃貸や建物付売却、あるいは解体後の土地貸付や売却を行います。 
 

c） 「総量の抑制」に向けたルールづくり 

取組方策① ： 施設総量の抑制につながる方策検討の原則化 【対象：  】 公共施設

・ 公共施設の総量は、原則として、マネジメント基本方針策定時（平成 27 年 3 月末現在）の保

有水準以下とすることを目標とします。そのため、施設整備に際しては、他の公共施設の余剰

スペースや民間施設の活用等の可能性について検討します。 

・ 施設整備に際しては、長期的な視点をもって、施設総量の抑制につながる以下のような検討

を行います。 

 適正規模（利用者数等に応じたダウンサイジングの可能性検討） 

 施設の多機能化による規模縮小（施設の複合化の可能性検討） 

 近隣施設との複合化（長期的視点に立った可能性検討） 

 近隣市の類似施設の活用（長期的視点に立った可能性検討） 

 同一機能施設による統合化（施設の統廃合の可能性検討） 

 民間活力の活用（民間建物の賃借の可能性検討）   など 

取組方策② ： 施設の有効活用方策の原則化 【対象：  】 公共施設

・ 施設整備に際しては、今後の市民ニーズの動向を見極め、施設に対する需要の変動が予想

されるか否かの検討を予め行い、変動が予想される場合は、使用期間内での用途変更を当

初から想定することで、計画的な保全による長寿命化の推進と併せて、新たな施設整備の抑

制を図ります。 

取組方策③ ： ライフサイクルコスト＊の縮減に配慮した施設整備の推進【対象：  】 公共施設

・ 施設整備に際しては、初期投資のみならずライフサイクルコストに着目した検討を原則としま

す。ライフサイクルコストに占める初期投資（建設費）の割合は、全体の 10～30％程度に過ぎ

ないとされている点を踏まえると、そのコストの縮減が有効な方策であると認識できることから、

その方策の検討に取り組みます。  

＊ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）・・・建物の建設費用だけでなく、設計費用、保全費用、解体費用等も含めたトータルコスト 



 

 公（２）

① 

症

故

与

の

（

省

ま
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A

 

 

B

C

【

①

②

③

④

⑤

 

公共施設等

保全の考え

これまで本

症療法的な「

「事後保全

故障や不具合

与える場合が

建物を安全

の考え方を採

そこで、本

（P25）】、再編

省エネルギー

まえた「計画的

防保全・・・定期
を施

 公共施設ア

計画的な

定します。

に向けた様

 

A:予防的な保

（建設後概ね

今後建設する

B:長寿命化改

C:上記以外の

【目標使用年数

①倉庫等の簡

標使用年数

②住宅施設に

③学校施設に

④小規模木造

⑤建物の用途

断した上で、

等の「長寿命

え方 

本市が行って

「事後保全」で

全」は、躯体等

合の規模が拡

があるほか、突

全かつ良好な

採り入れ、予防

本市では建物

編計画や中期

ー対応等の社

的な保全」へ

期的な点検等に
施し、建物を良好

設について 

な保全を実施

この設定に

様々な措置を

建物種別

保全が効果的な

ね 30 年未満の

る建物） 

改修が効果的な

の建物 

数を設定する

簡易な建物につ

数を適用するも

については、「防

については、「防

造の建物につい

途や個別の劣

、目標使用年

 

命化」 

てきた保全業

であったとい

等が傷みやす

拡大し、修繕

突発的な事故

な状態に保ち

防的な処置を

物の基本性

期財政計画と

社会的な要請

への転換を図

によって建物の
好な状態で長く

施するに当た

より、部材の

を講じることが

図表

別 

な建物 

の建物及び

な建物 

際の留意点】

ついては、予

ものとする。 

防府市公営住

防府市学校施

いては、括弧

化状況、機能

年数に満たない

23 

務のほとんど

いえます。 

すく、建物寿

繕等の費用増

故が人命に関

ち、ライフサイ

を施すことで

能の経年劣

と連動した「戦

請に応える「改

図ります。 

の機能や性能を
く使用できるよう

たり、建物を使

の耐用年数や

ができるように

表 28 目標使

鉄筋コ

鉄骨鉄

重量鉄

ブロッ

】 

予防的な保全や

住宅等長寿命

施設長寿命化

内の数字を目

能劣化への対

い使用年数で

どが、不具合

寿命を短くす

増加につなが

関わることも想

イクルコストを

で故障や不具

劣化防止を

戦略的な保全

改良的な保全

を常に把握し、劣
うにすること。

使用する期間

や工法の選択

になります。

使用年数の

コンクリート造

鉄筋コンクリー

鉄骨造 

ック造、れんが

80 年 

60 年 

や長寿命化改

命化計画（平成

化計画（平成 2

目標使用年数

対応状況、それ

での更新を行う

 

合が生じてか

るだけでなく

がるなど、財政

想定されます

を縮減するた

具合を未然に

目標とする「

全」【②-b（P2

全」【②-c（P

劣化の状態を予

間の目安とな

択を適正に判

設定 

構造種別

ート造 

が造 

軽

改修の効果が期

成 24 年 2 月）」

9 年 3 月予定

とする。 

れに対する費用

ことも可能とす

から修繕等を

く、対応が遅

政負担にも大

す。 

ためには、「予

に防ぐ必要が

「予防的な保

26）】及びバ

P27）】の三つ

予測した上で、

なる「目標使用

判断でき、計

別 

量鉄骨造 

50 年 

40 年 

期待できない

」によるものとす

定）」によるもの

用対効果等を

する。 

行うという対

遅れたために

大きな影響を

予防保全＊」

があります。

保全」【②-a

リアフリーや

つの視点を踏

予防的な処置

用年数」を設

計画的な保全

木造 

80(50)年 

60(40)年 

いため、Ｃの目

する。 

のとする。 

を総合的に判

対

に

を

a

や

踏

置

設

全

判
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図表 29 目標使用年数の設定に応じた計画的な保全のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ※上記イメージは、目標使用年数をＡ及びＢは 80 年、Ｃは 60 年とした場合を示す。 

竣工

予防保全

予防保全

竣工

長寿命化改修

事後保全

予防保全
不具合の発生

廃止または建替え

（建設後80年）

A：予防的な保全が効果的な建物

B：長寿命化改修が効果的な建物

廃止または建替え

（建設後80年）

×

×

不具合の発生

事後保全

予防保全

（大規模修繕） 予防保全

（大規模修繕）

竣工

事後保全

不具合の発生

C：上記以外の建物

廃止または建替え

（建設後60年）

×

不具合の発生

事後保全

経過年

経過年

経過年

社会的要求水準（耐震、バリアフリー、省エネなど）

社会的要求水準（耐震、バリアフリー、省エネなど）

社会的要求水準（耐震、バリアフリー、省エネなど）

事後保全

不具合の発生

15 30 45 60 75

15 30 45 60 75

15 30 45 60 75

基

本

性

能

基

本

性

能

基

本

性

能

改良的保全 改良的保全

改良的保全

〔
機
能
向
上
〕

〔
維
持
保
全
〕

〔
機
能
向
上
〕

〔
維
持
保
全
〕

〔
機
能
向
上
〕

〔
維
持
保
全
〕



 

② 

a) 

取

 

 

 インフラ施イ

公共施設

きた施設の

公営企業の

取組方策 

安全かつ効

取組方策①

・ 施設の劣

画保全」、

 基本的に

後保全」で

民サービス

り、これらの

要です。 

保

Ａ 予防

 

a 時間

b 状態

Ｂ 事後

 

・ 建物の修

性や手法を

 なお、点検

制限するな

・ インフラ施

ル、診断の

全の必要性

施設について

設のような複

の修繕・更新

の経営戦略等

効果的な保全

①：劣化状況に

劣化状況に応

「b 状態監視

には、劣化の

でも問題ない

スに対する影

の手法を適切

保全手法 

防保全 

間計画保全 

態監視保全 

後保全 

修繕等を進め

を判断し、建

検等において

など安全性を

施設について

の実施により

性や手法を判

 

て 

複合化や用途

新をしていくこ

等に基づき、

全の実施 （予

に応じた予防

応じた保全手

視保全」）と「Ｂ

状況を予測

い場合があり

影響等を考慮

切に組み合

図

劣化や機

止するため

期的な修

劣化の進

態を把握

法的な措

態監視を行

劣化や機

以下のよう

・ 異常、故

換等の

影響が

・ 部材等

い。 

・ 部材等

できる。

めていく際には

建物の機能・性

て人命に関わ

を確保するも

ては、施設ご

施設の劣化

判断し、継続
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途変更、廃止

ことに重点を置

、計画的な保

予防的な保全

防的な保全の

手法には、図表

Ｂ 事後保全

測して進める「

ます。したが

慮し、劣化した

わせて保全

図表 30 保全

機能停止等に

め、予防的な

繕・更新を実

進行や拡大に

握し、その兆候

措置を実施す

行う。 

機能停止等を

うな場合は、

故障、不具合

の範囲で済み

小さい。 

等の修繕・更新

等を必要な量

 

は、日常点検

性能を長期に

わるような危

のとします。

ごとの特性を考

化や損傷の程

続的に健全性

等の取組が

置き、各施設

保全を行って

全） 

の推進 【対象

表 30 に示す

全」があります

「予防保全」

がって、安全性

た部位に応じ

全を進める「予

全手法と対処

対処

により、建物全

な保全の観点

実施する。 

によって深刻

候に対して適

する。各部材等

を発見次第、適

事後保全で

合の発生に

み、設備機器

新が短時間

量だけストック

検や法定点検

にわたって維

険性が認め

 

考慮した適切

程度を把握し

性や安全性を

適さないこと

設の長寿命化

ていくことを目

象： 公共施

すとおり、「Ａ 

す。 

が有効です

性の確保や

じて、保全手

予防的な保全

処方針 

処方針 

全体に重大な

点から耐用年

な状況にな

適切な修繕等

等の修繕・更

適宜、修繕・

でも特に問題な

対して設備機
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取組方策②：保全システムの導入による保全の推進 【対象：   】 公共施設 インフラ施設

・ 予防的な保全を進めていくためには、各施設の現状、点検・修繕の履歴等を把握しておく必

要があります。しかし、これまでは、施設に関する情報を所管部署ごとに管理し、管理方法が

ルール化されていないことから、本市が保有する施設全体の状況を把握するのに時間を要す

ることや施設の詳細な部分を正確に把握できないことがあるなど、中長期的、統一的な視点を

もった総合的な管理が不十分な状況にありました。 

  こうした状況を改めるためには、施設に関する情報を電子化し、一元的に管理する保全シス

テム（以下「システム」という。）を導入する必要があります。 

・ 公共施設については、システムを用いて、長期的な修繕計画等の作成や工事の実施時期の

調整等を施設所管部署と財産管理部署や営繕担当部署が適切な役割分担により行うことで、

修繕・更新費用の平準化に向けた取組を総合的かつ計画的に進めていきます。 

・ インフラ施設についても、全体の施設情報を把握し、修繕・更新費用の平準化に向けた取組

を進めていく必要があります。そのため、システムの導入を含めた施設情報の管理方法を十

分検討した上で、計画的な保全を進めていきます。 

取組方策③：保全マニュアルの整備 【対象：  】 公共施設

・ 施設の現状を日常的に確認することが可能な施設管理者が、保全業務を理解し、実践する

ことは、より的確な保全の推進につながります。そのため、保全に関する技術的知識や経験が

少ない職員でも適切な保全を実施できるよう、点検を中心とした保全に関する事項をとりまと

めた「保全マニュアル」を整備していくものとします。 
 

b) 計画的な保全による長寿命化（戦略的な保全） 

取組方策①：中・長期保全計画に基づく計画的な保全業務の推進  

【対象：   】 公共施設 インフラ施設

・ 公共施設等の長寿命化と修繕・更新費用の平準化を図るため、中・長期保全計画に基づい

た保全を推進します。 

・ 公共施設については、システムを活用した概算的な費用予測計画である長期保全計画を作

成し、長期的な費用見込みを把握します。また、工事の実施時期や内容等を調整し、中期財

政計画と連動した実行計画である中期保全計画を作成して全庁的な費用の平準化を図りま

す。 

・ インフラ施設については、その分類ごとに多種多様な特性・機能を有し、施設の保全に当た

っては異なる専門的・技術的な知識を要することから、各施設所管部署で中・長期保全計画

を作成し、計画的な点検、修繕及び更新を行うことで施設の長寿命化や修繕・更新費用の平

準化を図ります。 

取組方策②：施設の再編と連動した戦略的な保全の推進 【対象：  】 公共施設

・ 施設の保全をより効率的かつ効果的に進めていくには、「5 施設類型ごとの基本的な方向

性」（P29～P39）を踏まえた施設の在り方や方向性等、再編の検討結果に基づいて、施設の

更新や長寿命化を図っていくべき建物を絞り込むことで、公共施設総量の抑制、長寿命化、

市民ニーズに応じた施設の有効活用を推進します。  
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b） 施設の利用促進 

取組方策①：利便性の向上 【対象：  】 公共施設

・ 施設の利用促進に向けて、各施設において提供するサービスの対象圏域や地域特性を踏

まえた利用促進方策について検討します。 

具体的には、利用促進方策として以下のような方策が考えられます。 

  利用制限の緩和（施設本来の目的の使用に支障のない範囲での制限の緩和） 

  利用環境の整備（開館日や開館時間の見直し等） 

  利用手続の簡素化（ＩＣＴの活用等） 

  施設情報の提供（ホームページ、E メールの活用による空き情報の提供等） 

 

c） 受益者負担の適正化 

取組方策①：受益者負担の適正化 【対象：   】 公共施設 インフラ施設

・ 公共施設については、施設の目的や利用状況等を踏まえて、利用する者と利用しない者と

の間で負担の公平性を確保するような施設の使用料の設定や減免制度の見直しなど、受益

者負担の適正化を図ります。 

・ インフラ施設のうち利用料金により運営する施設については、将来必要となる経費の見通し

を明確化し、利用料金やサービス規模等の適正化を図ります。 

 

d） 民間活力の活用方策の積極的な導入 

取組方策①：公民連携による維持管理の推進 【対象：   】 公共施設 インフラ施設

・ 民間が効果的かつ効率的に担うことのできるサービスは、積極的に民間に委ねていくものと

し、公民連携（PPP）の積極的な推進を図っていきます。 

・ 公共施設の管理運営については、指定管理者制度の利用の拡充を図るとともに、施設その

ものを民間へ移管することも視野に入れた検討を進めます。 

・ 施設整備に際しては、これまでのように公共が整備し、公共が運営するいわゆる公設公営に

よるものだけでなく、民間のノウハウを活用した公民連携の事業手法の導入の可能性につい

ても検討します。具体的な手法としては、ＰＦＩ事業や公設民営（ＤＢＯ方式）＊等が考えられま

す。 

取組方策②：市民協働のまちづくりの検討 【対象：  】 公共施設

・ 公民館等の市民がよく利用する施設については、長期的な視点をもった地域の在り方を市

民と共に考え、地域住民による施設管理が可能かつ適切な場合には、公共施設が設置され

ている地域の団体を対象とした指定管理者制度の導入又は施設の移管の可能性について

検討を進めます。 

 
＊ＰＦＩ事業は、公共施設等の設計・建設・維持管理・運営について民間資金等を活用して行う手法であり、民間の

ノウハウを活用した質の高い、効率的かつ効果的な公共サービスの提供が期待できる。また、設計・建設・維持

管理・運営費用を事業期間中に事業者に支払うため、財政支出の平準化も図ることができる。一方、ＤＢＯ方式

は、公共が資金調達を行い、施設の設計・建設・運営を包括的に民間に委託する手法である。 
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② 学校教育系施設 

a） 小学校 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

17 
富海、牟礼、牟礼南、勝間、松崎、華浦、新田、野島、 

向島、中関、西浦、華城、佐波、小野、右田、玉祖、大道 

現状・課題等 ・児童 1 人当たりの延床面積を比較するとばらつきがみられ、児童数

が減少してきている学校がある。 

・現在、耐震診断の結果を踏まえて、校舎の改築を順次進めている。

建物の築年数を勘案すると、耐震性能不足への対応及び老朽化対策

が課題である。 

施設の方向性 ・今後も施設保有を前提に、これまで進めてきた「防府市立学校施設

耐震化推進計画」（平成 24 年 3 月改訂）に基づく校舎の改築を進め

るものとする。 

・今後は、「防府市学校施設長寿命化計画」（平成 28 年度策定予定）

に基づいて、計画的な保全を進めるものとする。 

・校舎等の改築を行う場合は、児童数の動向を見据えて、規模の見直

しや、小中一貫校又は公民館等の地域施設との複合化等の可能性の

検討を進めるものとする。 

・当面、現状施設を継続保有する場合は、小学校を含む地域における

公共施設の在り方を検討するものとする。また、余剰スペースがあ

る場合には、地域の核（拠点）となる施設として他の施設との複合

化の可能性の検討を進めるものとする。 

・地域での防災の拠点（避難所）となる屋内運動場の計画的な保全の

検討を進めるものとする。 

・学校施設の中でも、稼働率の低いプールについては、児童数の状況

に応じて近隣学校との共用や民間施設の活用の可能性の検討を進め

るものとする。 
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b） 中学校 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

11 
富海、牟礼、国府、桑山、野島、華陽、華西、佐波、小野、

右田、大道 

現状・課題等 ・生徒 1 人当たりの延床面積を比較するとばらつきがみられ、生徒数

が減少してきている学校がある。 

・建物の築年数を勘案すると、老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 ・今後は、「防府市学校施設長寿命化計画」（平成 28 年度策定予定）

に基づいて、計画的な保全を進めるものとする。 

・校舎等の改築を行う場合は、生徒数の動向を見据えて規模の見直し

や、小中一貫校又は公民館等の地域施設との複合化等の可能性の検

討を進めるものとする。 

・当面、現状施設を継続保有する場合は、中学校を含む地域における

公共施設の在り方を検討するものとする。また、余剰スペースがあ

る場合には、地域の核（拠点）となる施設として他の施設との複合

化の可能性の検討を進めるものとする。 

・地域での防災の拠点（避難所）となる屋内運動場については、計画

的な保全の検討を進めるものとする。 

・学校施設の中でも、稼働率の低いプールについては、生徒数の状況

に応じて近隣学校との共用や民間施設の活用の可能性の検討を進め

るものとする。 

 

c） その他学校教育系施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

3 
学校給食センター、小野学校給食共同調理場、 

野島教員住宅 

現状・課題等 ・野島教員住宅は、建物の老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況あるいは児童・生徒数の推移を踏まえて、

民間活力の活用の可能性を含めたより効率的な管理運営の可能性の

検討や、必要に応じた修繕を実施するなどの計画的な保全の検討を

進めるものとする。 
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③ 子育て支援施設 

a） 保育所 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

3 富海、宮市、江泊 

現状・課題等 ・富海及び江泊は、定員割れの状況にある。両保育所は、バリアフリ

ーの対応をしていない状況にあり、建物の老朽化対策が課題である。

施設の方向性 ・これまで進めてきた保育所の民営化や民間施設の状況を踏まえて、

待機児童が生じることのないよう市民ニーズを十分把握するととも

に、災害等の緊急時における保育の確保が可能であることを前提に、

更なる民営化の可能性の検討を進めるものとする。 

・上記の検討を行った結果、今後も施設を継続保有とする場合は、築

後経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に応

じて大規模修繕等を検討するものとする。 

 

b） 留守家庭児童学級 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

25 

牟礼、華浦、華浦第二、勝間、勝間第二、新田、新田第二、

中関、中関第二、華城、華城第二、華城第三、華城第四、

松崎、松崎第二、佐波、小野、大道、西浦、牟礼南、玉祖、

富海、右田、右田第二、向島 

現状・課題等 ・11 施設（牟礼、華浦、華浦第二、新田、新田第二、中関、中関第二、

華城、華城第三、小野、玉祖）が、小学校敷地内に別棟により設置

されている。 

・バリアフリーの対応をしていない施設が 4施設（牟礼、中関、華城、

玉祖）あり、これらの施設では建物の老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 ・「防府市子ども・子育て支援事業計画」（平成 27 年 3 月策定）に基

づき、対象児童の拡大に伴う施設の増設を進めるものとする。 

・小学校敷地内に別棟により設置している施設は、小学校の余剰スペ

ースがある場合には、そのスペースを活用した複合化の可能性を検

討するものとする。 

・上記の検討を行った結果、今後も施設を継続保有する場合は、築後

経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に応じ

て大規模修繕等を検討するものとする。 
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c） その他子育て支援施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

8 
児童館（宮市、右田、牟礼、玉祖） 

留守家庭児童クラブ（宮市、右田、牟礼、玉祖） 

現状・課題等 ・児童館（福祉センターに併設）内に設置されている留守家庭児童ク

ラブは、利用実態が留守家庭児童学級と近似している。 

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に

応じて大規模修繕等を検討するものとする。 

・民間活力の活用の可能性を含め、より効率的な管理運営の可能性に

ついて検討を進めるものとする。 

・留守家庭児童学級の増設に併せて、留守家庭児童クラブを留守家庭

児童学級へ統合する可能性を検討するものとする。 

 

④ 保健・福祉施設 

a） 老人憩の家 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

15 
上右田、勝間、大道、佐波、牟礼南、華城、牟礼北、松崎、

玉祖、西浦、向島、中関、小野、富海、新田 

現状・課題等 

 

・12 施設（上右田、華城、玉祖、向島、佐波、勝間、小野、西浦、大

道、富海、牟礼南、牟礼北）がバリアフリー対応となっておらず、

建物の築年数を勘案すると老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 ・地域の核（拠点）となる小学校・中学校や公民館の余剰スペースが

ある場合には、そのスペースを活用した複合化の可能性について検

討を進めるものとし、これによって駐車場の確保等利便性の向上も

目指すものとする。 

・現在、地域住民を指定管理者とした管理運営が行われていることを

踏まえ、自治会等の地域活動に使用されることが多い施設について

は、地域団体へ移管する可能性について検討を進めるものとする。

・上記の検討を行った結果、今後も施設を継続保有する場合は、築後

経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に応じ

て大規模修繕等を検討するものとする。 
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b） 障害者福祉施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

5 
身体障害者福祉センター、愛光園、大平園、わかくさ園、 

なかよし園 

現状・課題等 

 

・愛光園は、建物の耐震性能不足への対応が課題である。 

・比較的新しいなかよし園以外は、建物の老朽化対策が課題である。

施設の方向性 

 

・指定管理者による管理運営を行っているが、更なる民間活力の活用

（民営化を含む）の可能性についての検討を進めるものとする。 

・上記の検討を行った結果、今後も施設を継続保有する場合は、築後

経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に応じ

て大規模修繕等を検討するものとする。 

 

c） その他保健・福祉施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

6 
保健センター、福祉センター（宮市、右田、牟礼、玉祖）、

中高年齢労働者福祉センター 

現状・課題等 ・保健センター及び福祉センターは、建物の老朽化対策が課題である。

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に

応じて大規模修繕等を検討するものとする。 

・福祉センターは、併設する児童館、留守家庭児童クラブの検討結果

を踏まえ、余剰スペースがある場合には、そのスペースを活用した

他の施設との複合化の可能性について併せて検討するものとする。

 

⑤ 社会教育系施設 

a） 図書館・博物館等 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

3 防府図書館、青少年科学館、文化財郷土資料館 

現状・課題等 ・文化財郷土資料館は、建物の老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に

応じて大規模修繕等を検討するものとする。 

・文化財郷土資料館は、利用状況を踏まえ、今後の施設の在り方を検

討するものとする。 
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b） 公民館・学習等供用会館 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

16 

文化センター、野島漁村センター 

公民館（松崎、富海、小野、大道、牟礼、中関、西浦、 

新田、華城、右田、華浦、向島、佐波、勝間） 

現状・課題等 

 

・12 施設（文化センター、公民館（富海、牟礼、中関、西浦、新田、

華城、右田、華浦、向島、佐波）、野島漁村センター）は、建物の

老朽化対策が課題である。 

・文化センターは、勤労青少年ホームに併設している施設であり、建

物の耐震性能不足への対応が課題である。 

施設の方向性 ・公民館や野島漁村センターは、地域の核（拠点）となる施設である

ため、地域内にある施設の複合化の受け皿としての可能性を検討す

るものとする。 

・地域の核（拠点）である小学校・中学校の余剰スペースがある場合

には、そのスペースの活用やこれらの改築に併せた複合化の可能性

等、長期的視点に立った地域施設の在り方の検討を進めるものとす

る。 

・地域住民による施設管理が可能な場合は、地域団体を指定管理者と

する制度の導入又は同団体への移管の可能性について検討を進める

ものとする。 

・文化センターは、利用状況や代替施設の有無を踏まえて、今後の施

設の在り方を検討するものとする。 

・上記の検討を行った結果、今後も施設を継続保有する場合は、築後

経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に応じ

て大規模修繕等を検討するものとする。 

 

c） その他社会教育系施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

3 
視聴覚ライブラリー、勤労青少年ホーム、 

海洋民俗資料収蔵庫 

現状・課題等 

 

・勤労青少年ホームは、文化センターに併設している施設であり、建

物の耐震性能不足への対応及び建物の老朽化対策が課題である。 

・海洋民俗資料収蔵庫は、建物の老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 

 

・施設の複合化の検討、あるいは築後経過年数や劣化状況を踏まえて、計

画的な保全を進め、必要に応じて大規模修繕等を検討するものとする。

・勤労青少年ホームは、利用状況等に応じて、施設の廃止や複合化の

可能性の検討を進めるものとする。 

・海洋民俗資料収蔵庫は、三田尻塩田記念産業公園内への移転（更新）

を進めるものとする。 
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⑥ スポーツ・公園施設 

a） スポーツ施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

7 
スポーツセンター（陸上競技場、武道館、体育館、野球場、

運動広場、プール）、向島運動公園 

現状・課題等 ・スポーツセンター野球場は、建物の老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に

応じて大規模修繕等を検討するものとする。 

 

b） その他スポーツ・公園施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

2 サイクリングターミナル、花木センター 

現状・課題等 

 

・サイクリングターミナルは、建物の老朽化対策が課題である。 

・花木センターは、建物の耐震診断の早期実施及び老朽化対策が課題

である。 

施設の方向性 ・サイクリングターミナルは、利用状況や指定管理者による管理運営

の状況を踏まえて、民営化や用途変更等の可能性を検討するものと

する。 

・花木センターは、今後の施設保有の在り方の検討を進めるものとする。

・上記の各施設の検討を行った結果、今後も施設を継続保有する場合

は、築後経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必

要に応じて大規模修繕等を検討するものとする。 

 

⑦ 市民文化系施設 

a） 文化施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

2 公会堂、地域交流センター 

現状・課題等 

 

・公会堂は、建物の耐震性能不足への対応及び老朽化対策が課題であ

る。 

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況、利用状況を踏まえて、計画的な保全を進

め、必要に応じて大規模修繕等を検討するものとする。 

・公会堂は、耐震改修又は更新の判断を早急に行うものとし、更新の

場合には、民間活力の活用の可能性について、検討するものとする。
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b） その他市民文化系施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

5 
会館（右田、北山手、大日）、地域協働支援センター、 

天神ピア 

現状・課題等 

 

・会館は、建物の老朽化対策が課題である。 

・地域協働支援センター及び天神ピアは、民間の建物を賃借している

施設である。 

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に

応じて大規模修繕等を検討するものとする。 

・会館は、他の施設の余剰スペースがある場合には、そのスペースの

活用や複合化の可能性について検討を進めるものとする。また、自

治会等の地域活動に使用されることが多いことから、地域団体へ移

管する可能性について検討を進めるものとする。 

・地域協働支援センター及び天神ピアは、民間の建物を賃借している

施設であり、他の施設の余剰スペースがある場合には、そのスペー

スを活用した複合化等、施設の在り方について検討するものとする。

 

⑧ 住宅施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

31 

市営住宅 

（黄金通り、大平山、坂本、大内、日の出町、松原、 

石ケ口、桑山、亀塚、西田中、小徳田、吉敷、上河原、

田島、富海、佐野、緑町、古祖原、北山手、西石ケ口、

丸山、新橋町、新前町、柳原北、柳原南、中新田、本村、

勝間、三田尻本町） 

市有住宅（清水川、中関） 

現状・課題等 ・市営住宅 23 施設（黄金通り、大平山、坂本、大内、日の出町、松原、

石ケ口、桑山、小徳田、吉敷、上河原、田島、富海、佐野、緑町、

古祖原、北山手、西石ケ口、丸山、新橋町、新前町、柳原北、柳原

南）及び市有住宅 2 施設（清水川、中関）は、建物の老朽化対策が

課題である。 

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に

応じて大規模修繕等を検討するものとするが、更新については、代

替施設の有無や市営住宅及び市有住宅の必要性・需給バランスを考

慮し、最低限のものに留めるよう検討を進めるものとする。 

・指定管理者制度や民間移管等の民間活力の活用の可能性を検討する

ものとする。 

・市営住宅は、「防府市公営住宅等長寿命化計画」（平成 24 年 2 月策

定）に基づいて、計画的な保全を進めるものとする。 
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⑨ 医療施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

2 休日診療所、野島診療所 

現状・課題等 ・休日診療所は、建物の老朽化対策が課題である。 

・野島診療所は、建物の耐震診断の早期実施及び老朽化対策が課題で

ある。 

施設の方向性 ・市民生活に不可欠な施設であり、継続保有を前提に築後経過年数や

劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に応じて大規模修

繕等を検討するものとする。 

・野島診療所は、地域の医療サービス確保のための施設であるが、地

域の核（拠点）となる施設の余剰スペースがある場合には、そのス

ペースを活用した複合化の可能性を検討するものとする。 

 

⑩ 観光施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

4 
大平山山頂公園、三田尻塩田記念産業公園、観光情報館、

まちの駅 

現状・課題等 

 

・大平山山頂公園（展望台）は、建物の耐震性能不足への対応及び老

朽化対策が課題である。 

・観光情報館は、利用実態が近似する他の施設があり、設置時に想定

した利用圏域とかい離している状況である。 

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に

応じて大規模修繕等を検討するものとする。 

・観光情報館は、施設の代替性や利用状況等を踏まえて、施設の廃止

の可能性を含む今後の施設保有の在り方を検討するものとする。 

 

⑪ 産業系施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

8 

大平山市民農園、水産総合交流施設、 

防府地域職業訓練センター、大平山牧野、育苗センター、

ライスセンター（右田、大内）、青果物地方卸売市場 

現状・課題等 

 

・大平山市民農園は、利用実態が近似する他の施設がある。 

・ライスセンターは、建物の老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 ・民間活力の活用の可能性を含め、今後の施設の在り方を検討するも

のとする。 

・上記の検討を行った結果、今後も施設を継続保有する場合は、築後

経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に応じ

て大規模修繕等を検討するものとする。 
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⑫ 資源循環系施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

2 クリーンセンター、一般廃棄物最終処分場 

現状・課題等 ・クリーンセンターのうち可燃ごみ処理施設とリサイクル施設は、

ＰＦＩ的手法を用いたＤＢＯ方式により平成 26 年度に更新を行

い、平成 45 年度までの 20 年間の運営業務を民間に委託している。

施設の方向性 ・市民生活に不可欠な施設であり、継続保有を前提に築後経過年数や

劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に応じて大規模修

繕等を検討するものとする。 

・クリーンセンターのうち可燃ごみ処理施設とリサイクル施設は、民

間との運営業務委託契約に基づき、計画的な保全を進めるものとす

る。 

 

⑬ その他施設 

対象施設 施設数 施設名・主な建物等 

5 
斎場、競輪場、駅前サービスセンター、と畜場、 

ＪＲ大道駅自由通路 

現状・課題等 

 

・競輪場は、建物の耐震診断の早期実施及び老朽化対策が課題である。

・と畜場は、施設の老朽化が課題である。 

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に

応じて大規模修繕等を検討するものとする。 

・斎場は市民生活に不可欠な施設であり、継続保有を前提に築後経過

年数や劣化状況を踏まえて、計画的な保全を進め、必要に応じて大

規模修繕等を検討するものとする。 

・競輪場は、施設の老朽化が進んでおり、施設保有の在り方の検討を

進めるものとする。継続保有する場合は、劣化状況を踏まえて、計

画的な保全を進め、必要に応じて大規模修繕等を検討するものとす

る。 

・と畜場は、施設の老朽化が進んでおり、施設保有の在り方について

検討するものとする。 

 

⑭ ①～⑬以外の施設 

対象施設 公共施設のうち、公衆便所や倉庫等のように簡易で延床面積が比較的

小さい建物のみを有する施設（防災倉庫、消防分団消防器庫、都市公

園、児童遊園等） 

現状・課題等 ・建物の老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 ・築後経過年数や劣化状況を踏まえて、適正な配置と計画的な保全を

検討するものとする。 
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③ 上水道 

施設概要 庁舎 1 か所 

水源地 5 系統 10 か所 

増圧施設 13 か所 

配水池 15 か所 18 基 

管きょ 延長 627,942ｍ（うち配水管 609,651ｍ） 

現状・課題等

 

・耐用年数を超える管きょや施設が今後増加すると見込んでおり、

それらの更新には、多大な事業費を必要とするが、市民生活に密

着した重要なライフラインであることから耐震化率の向上対策も

含め、事業の優先度を考慮し計画的に更新していく必要がある。

・総人口や水道使用量が減少しており、将来の施設規模を検討する

必要がある。 

施設の方向性 ・「防府市水道ビジョン」（平成 22 年 3 月策定）に基づき、計画的

な施設の整備・保全を進めるものとする。なお、平成 31 年には上

下水道ビジョンを策定し、効率的な上下水道施設の整備・維持管

理を進めていくものとする。 

・経過年数や定期的な点検・診断結果及び需要動向を踏まえて、長

寿命化を図るとともに適切な更新時期を設定し、更新計画を策定

するものとする。 

・新設・更新時には、維持管理が容易な構造を採用し、維持管理費

の削減に努めるとともに、耐震性が高くかつ長寿命の材料を採用

するなどの耐震性・耐久性の向上も図るものとする。 

・包括的民間委託等の導入による効果が期待される場合は、積極的

に活用を検討するものとする。 

 

④ 工業用水道 

施設概要 水源地 1 か所 

管きょ 延長 4,257ｍ（うち配水管 4,103ｍ） 

現状・課題等

 

・配水管の耐用年数を 80 年程度と見込んでいるが、昭和 39 年 11 月

の給水開始以来更新していないため、今後配水管の老朽化対策が

課題となる。 

施設の方向性 ・定期的な点検・診断を実施し、需要動向も踏まえて長寿命化を検

討するとともに、適切な維持管理を推進していくものとする。 

・包括的民間委託等の導入による効果が期待される場合は、積極的

に活用を検討するものとする。 
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⑤ 下水道（漁業集落排水施設を含む） 

施設概要 管きょ 延長 482,460.69ｍ 

（うち野島地区漁業集落排水施設 延長 2,884.60ｍ）

ポンプ場 14 か所 

処理場 2 か所（うち野島地区漁業集落排水施設 1 か所） 

現状・課題等

 

・現在は事業計画区域内の整備が主体であるが、今後は管きょなど

の施設の老朽化対策が大きな課題となる。なお、防府浄化センタ

ーや一部の管きょにおいては長寿命化対策を実施している。 

・処理区域面積の拡大により処理区域内人口は増加しているが、総

人口や水道使用量は減少しており、将来の施設規模を検討する必

要がある。 

施設の方向性 ・「防府市公共下水道事業計画」(平成 27 年 3 月策定)に基づき、計

画的な施設の整備・保全を進めるものとする。なお、平成 31 年に

はより上位の計画である上下水道ビジョンを策定し、効率的な上

下水道施設の整備・維持管理を進めていくものとする。 

・経過年数や定期的な点検・診断結果及び需要動向を踏まえて長寿

命化を図るとともに適切な更新時期を設定し、更新計画を策定す

るものとする。 

・新設・更新時には、維持管理が容易な構造を採用し、維持管理費

の削減に努めるとともに、耐震性が高くかつ長寿命の材料を採用

するなどの耐震性・耐久性の向上も図るものとする。 

・包括的民間委託等の導入による効果が期待される場合は、積極的

に活用を検討するものとする。 

 

⑥ 河川 

施設概要 準用河川 22 河川、延長 22,940ｍ 

現状・課題等 ・河川法（昭和 39 年法律第 167 号）により市が指定した河川（準用

河川）は、22 河川あり、総延長は 22,940ｍである。 

・河川に関する台帳の整備が課題である。 

施設の方向性 ・浸水や洪水から市民の生命財産を守るため、河川法等に基づき適

切な維持管理を行うものとする。 
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⑦ 漁港 

施設概要 第一種 5 漁港（富海、牟礼、中浦、西浦、大道） 

第二種 2 漁港（野島、向島） 

現状・課題等 ・多くの施設において、老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 ・漁港ごとに策定した「機能保全計画」に基づき、老朽化・延命化

対策を進めるものとする。 

・漁業集落の生活環境の向上及び防災機能の強化を図るため、排水

対策や狭あい道路の整備を行うものとする。 

 

⑧ その他の施設 

施設概要 ①～⑦以外のインフラ施設（排水機場等） 

現状・課題等 ・多くの施設において、老朽化対策が課題である。 

施設の方向性 ・施設の整備に当たっては、人口減少等の社会情勢や財政状況を見

据え、真に必要な施設の整備を進めるものとする。 

・安全性や経済性を重視した計画的かつ適切な施設保全による長寿

命化を推進するものとする。 

・民間活力の活用や市民参画により、施設の安全確保と費用削減を

両立させた効率的な維持管理を推進するものとする。 
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１ 分類（用途）別・地域別の公共施設配置状況一覧 

  

牟礼 松崎 佐波 勝間 華浦 新田 野島

市庁舎等

消防施設

学校

その他学校教育系
施設

保育所

幼児・児童施設

高齢者福祉施設

障害者福祉施設

その他保健・福祉
施設

図書館・博物館等

公民館・学習等供
用会館

その他社会教育系
施設

スポーツ施設

その他スポーツ・公園
施設

文化施設

その他市民文化系
施設

社会教育系施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域
　分類（用途）

行政系施設

学校教育系施設

子育て支援施設

保健・福祉施設

資源循環系施設

その他施設

スポーツ・
公園施設

市民文化系施設

住宅施設

医療施設

観光施設

産業系施設

佐波

小学校

宮市保育所

佐波

留守家庭児童学級

佐波公民館・

学習等供用会館

佐波老人憩の家

古祖原

住宅

市庁舎

青少年科学館

(ソラ－ル）

新橋町住宅

宮市児童館・

留守家庭児童クラブ

佐波

中学校

宮市福祉センター

中高年齢労働者福祉

センター(サンライフ防府)

野島出張所牟礼出張所

江泊保育所

勝間

小学校

牟礼

小学校
牟礼南

小学校
野島小学

新田

小学校

華浦

小学校
松崎

小学校

牟礼

中学校
国府

中学校

桑山

中学校

野島中学校

新田老人憩の家
勝間

老人憩の家
松崎老人憩の家

牟礼南老人憩の家

牟礼北老人憩の家

野島診療所休日診療所

大平山山頂公園
まちの駅(うめてらす）

観光情報館(コア銀座)

水産総合

交流施設

(潮彩市場防府)

競輪場

駅前サービス

センター

身体障害者

福祉センター、

わかくさ園

愛光園 大平園

なかよし園

保健センター
牟礼福祉センター

防府

図書館 文化財

郷土資料館

野島漁村

センター
牟礼公民館

松崎公民館・

学習等供用会館

文化センター

新田公民館・

学習等供用会館

視聴覚

ライブラリー
勤労青少年

ホーム

陸上競技場

武道館
体育館

(ソルトアリーナ

防府） 野球場

運動広場

サイクリング

ターミナル
花木センター

公会堂
地域交流

センター
(アスピラート）

地域協働

支援センター

天神ピア

坂本住宅
大平山

住宅

大内

住宅

日の出町

住宅

松原

住宅

石ケ口住宅

桑山

住宅

西石ケ口

住宅
亀塚

住宅

勝間住宅

西田中住宅

中新田住宅

三田尻本町住宅

緑町

住宅

消防本部庁舎消防署東出張所

野島教員住宅
学校給食

センター

海洋民俗資料収蔵庫

クリーン

センター

牟礼

留守家庭

児童学級

牟礼南

留守家庭

児童学級

牟礼児童館・

留守家庭児童クラブ

松崎、松崎第二

留守家庭児童学級

ファミリーサポート

センター

勝間、勝間第二

留守家庭児童学級

新田留守家庭

児童学級

新田第二留守家庭

児童学級

大内

ライスセンター

プール

勝間公民館・

学習等供用会館

華浦公民館・

学習等供用会館

華浦、華浦第二

留守家庭児童学級
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向島 中関 華城 西浦 右田 玉祖 富海 小野 大道

富海小学校

富海中学校

富海保育所

富海留守家庭

児童学級

富海公民館

富海出張所

富海

老人憩の家

富海住宅

大道出張所向島出張所 中関出張所 華城出張所 西浦出張所 右田出張所 小野出張所

大道小学校西浦小学校向島小学校 右田

小学校

玉祖

小学校
小野小学校

華城

小学校
中関

小学校

華陽

中学校
華西

中学校

右田

中学校
小野中学校 大道中学校

上右田

老人憩の家

小野

老人憩の家

大道

老人憩の家

西浦

老人憩の家

華城

老人憩の家
中関老人憩の家

向島

老人憩の家

玉祖

老人憩の家

三田尻塩田

記念産業公園

大平山

市民農園
防府地域

職業訓練センター

斎場（悠久苑) ＪＲ大道駅

自由通路

右田福祉センター 玉祖福祉センター

中関公民館・

学習等供用会館
小野公民館

向島運動公園

大日会館
北山手会館

右田会館

黄金通り住宅

丸山住宅
小徳田住宅

柳原北住宅

柳原南住宅

清水川住宅 吉敷住宅

上河原住宅
佐野住宅

田島住宅

北山手住宅

新前町

住宅

中関住宅

本村住宅

消防署南出張所

小野学校給食

共同調理場

大平山牧野

青果物地方

卸売市場

一般廃棄物

最終処分場

玉祖児童館・

留守家庭児童クラブ

右田、右田第二

留守家庭児童学級

玉祖留守家庭

児童学級

右田児童館・

留守家庭児童クラブ

向島留守家庭

児童学級
西浦留守家庭

児童学級

大道留守家庭

児童学級

中関留守家庭

児童学級

中関第二留守家庭

児童学級

華城第三留守家庭

児童学級

小野留守家庭

児童学級

育苗センター
右田

ライスセンター

と畜場

向島公民館・

学習等供用会館

華城公民館・

学習等供用会館

西浦公民館・

学習等供用会館

右田公民館・

学習等供用会館

大道公民館・

学習等供用会館

華城第二、第四

留守家庭児童学級

華城留守家庭

児童学級

＊対象施設・・・広く市民が利用する施設に加え、
　　　　　　　　　　施設の延床面積が概ね200㎡以上の施設　　　　　　
　                             　（平成28年4月1日時点）

　凡　例

　

　　　1,000㎡以下 　　　・1,000㎡～10,000㎡の施設の延床面積は正方形の大きさに比例

10,000㎡

以上

破線表記は同一の建物に設置されている異なる分類（用途）の施設

同じ分類（用途）の施設が同一の建物に設置されている施設
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２ 分類（用途）別・地域別の公共施設配置状況図     （※平成 28 年 4 月 1 日時点） 

 （１） 分類（用途）別配置図 

① 行政系施設 
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② 学校教育系施設 
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③ 子育て支援施設 
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④ 保健・福祉施設 
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⑤ 社会教育系施設 
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⑥ スポーツ・公園施設 
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⑦ 市民文化系施設 
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⑧ 住宅施設 
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⑨ 医療施設 
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⑩ 観光施設 
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⑪ 産業系施設 
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⑫ 資源循環系施設 
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⑬ その他施設 
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 （２） 地域別配置図 

 

 

 

地域区分図 
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① 牟礼地域 
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② 松崎地域 

    

 

③ 佐波地域 

    

 

  



66 

 

④ 勝間地域 

 

 

⑤ 華浦地域 

 

 

⑥ 新田地域 
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⑦ 野島地域 

 

 

⑧ 向島地域 
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⑨ 中関地域 

    

 

⑩ 華城地域 
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⑪ 西浦地域 
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⑫ 右田地域 

    

 

  



71 

 

⑬ 玉祖地域 
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⑭ 富海地域 
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⑮ 小野地域 
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⑯ 大道地域 
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